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「まちづくり会社等における事業活動の現状等に関する実態調査」結果報告【概要】

⚫ まちづくり会社等の事業実施上の課題としては、「自己財源の不足」 「人材・ノウハウ・データの不足」 などが上位。

⚫ まちづくり事業の実施状況・効果をみると、不動産開発や創業支援の有効率は高い傾向。 ポイント
２

⚫ まちづくり会社等が再開発や空き店舗の利活用などに関するスキルを持つ人材を求めている傾向がうかがえる。

⚫ 事業拡大予定のまちづくり会社等は黒字割合が高く、まちづくり事業のアジャイルな展開には、資金的な余力が必要。

まちづくり会社は、投資リスク・コストの負担に課題がある中でも、事業の拡大意向が強い。
また、実行役を担う人材の確保や、エリアの価値・質の向上に資するソフト事業にも高い関心

まちなかの回遊性・滞在性や新たな投資が生
じにくい状況に課題感。また、資金・人材等の
事業実施に係るリソース不足が足かせに

◆調査目的:人口減少が進む中、地方都市を中心に、まちなかの商業機能の弱体化や老朽化等に直面し、都市機能の再生が急務となっている。このため、各
地における民間主導・公民共創によるまちづくりに向けた取組みを後押しすべく、商工会議所の政策提言等における基礎資料とするため実施。

◆調査期間:2025/5/12～6/11 ◆調査対象：まちづくり関係団体・事業者 ◆回答数:279社

１.まちづくり会社等の体制、課題 ２.まちづくり会社の運営方針、強化したい事業分野

2025年12月18日

報告１－①

地域企業や商工会議所役員等の地域経済界の
人材がまちづくり会社の中核を担う

創業支援やまちなか回遊等、投資・消費を
呼び込むまちづくり事業は高い効果を創出

３.まちの新たなプレーヤー創出と稼ぐ力の強化に向けた取組み

低未利用不動産活用に関する事業の実施状況とその効果

まちづくり会社の代表者の所属先

活動エリア内のビジョン・
計画の策定

行政等の協議会への
参画、提言・提案

公共空間の活用

不動産開発

地域の交流拠点整備

創業・第二創業・新事業展開
支援【ソフト】（コンテスト、リノ

ベスクール等）

創業・第二創業・新事業展開支援【ハード】
（インキュ―ベーション施設、軒先出店等）

まちなか回遊手段の提供

二次交通手段
の提供

地域ブランディング

歴史的建造物の活用

観光振興

まちづくり人材・
担い手の育成
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【有効率】

【実施率】
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まちづくり会社等の事業活動の実施状況と効果

：有効率が高い取組み

：実施率が高い取組み
n=279
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ｎ＝12５

まちづくり会社の今後の運営方針
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※実施率・・・各事業について、「実施している」と回答したまちづくり会社等の割合を指す。
 有効率・・・各事業について、「実施している」と回答したまちづくり会社等のうち、その取組みの

「効果が高い」と回答したまちづくり会社等の割合を指す。

実施率は高いものの、
実効性を高める

「提案力」強化が課題

まちなかでの創業・出店を
通じた新たなプレーヤーの
呼び込みは、地域の担い手
確保に加え、まちの個性の

創出にも資する

ｎ＝122

【複数回答】

【複数回答】 【複数回答】

【複数回答】

まちづくり会社が今後強化したい・新規で取組みたい事業
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※実施率・・・各事業について、「実施している」と回答したまちづくり会社の割合を指す。
 有効率・・・各事業について、「実施している」と回答したまちづくり会社のうち、その取組みの

「効果が高い」と回答したまちづくり会社等の割合を指す。

n=126

【実施率】

【有効率】

既存不動産の利活用と、まちの新たなプレーヤーの呼び込みに資する事業は高い効果を創出。
特に、低未利用不動産の活用を促すための利活用者に対する初期投資コスト支援は有効

まちづくり会社等における事業の実施状況とその効果 ｎ＝279

利活用者の初期投資コストやリスクを
低減する取組みの有効性が高い

n=126
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